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The integrated column by multiple steel pipes has been proposed based on 
damage control design in the previous research. This structure intends to lead 
seismic damage into shear panels that connect each steel pipe. Shear panels are 
built up by low yield stress steel which has hysteretic energy dissipation property. 
They work to reduce the acceleration and displacement response of the column. 
In this paper, an innovative steel pipe pile foundation, in which each steel pipe of 
the column is supported by a connected steel pipe pile without a footing, is 
proposed as the rational foundation for the column. The static lateral resistance 
characteristics are investigated by three-dimensional finite element analysis 
considering superstructure-foundation-ground interaction.  
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1．はじめに 

 
阪神大震災以降，コンクリートを部分的に充填するこ

とで鋼製橋脚の耐震性能を向上させる方法の有効性が

実証され，多くの新設鋼製橋脚に採用されている．例え

ば，橋脚の合理化構造として橋脚に安価な鋼管を用いた

コンクリート充填鋼管柱による多柱式合成橋脚 1)や，架

け替え工事において 4本の鋼製柱を複数のせん断パネル
により接合し，せん断パネルの安定した弾塑性挙動を履

歴型ダンパーとして機能させて主塔の応答を低減させ

たサンフランシスコ・オークランドベイブリッジ東橋の

主塔 2)などがある．また，ラーメン面内に限定し，極軟

鋼を鋼製ラーメン橋脚の矩形断面の中間梁に用いて，中

間梁をダンパー部材として機能させることで耐震性能

を向上させた事例 3)もある． 
これらの研究事例を踏まえ，図－1 に示す低コストの
既製鋼管 4本を，履歴型ダンパー機能を有するせん断パ

ネルにより結合した柱構造（鋼管集成橋脚と呼称）が提

案されている 4)．この工法は，安価な材料，鋼材履歴減

衰の有効利用，アンカーフレームの省略等をもとに考え

出された構造であり，死荷重，活荷重の鉛直荷重を受け

もつ主部材と地震力等の水平荷重対応の二次部材を用

いる損傷制御設計を適用している．これまで，鋼管集成

橋脚構造に関する実物大模型実験および数値解析によ

り，橋脚としての適用性に関する研究 4)～6)が進められて

きた．その結果として，損傷制御設計の考え方により，

鋼管の損傷を抑制し，それらを拘束するせん断パネルに

履歴型ダンパーを期待する構造系が成立し，脚高が高い

従来型鋼製橋脚と同等の基本性能を有すること，せん断

パネルの履歴減衰により主部材である鋼管基部の累積

履歴エネルギーを大きく低減しうることが明らかにさ

れている．しかしながら，さらに合理的に橋梁全体を設

計するためには，基礎部分についても鋼管集成橋脚に適

した構造形式を検討する必要がある． 
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本研究では，鋼管集成橋脚の合理的な基礎構造として，

フーチングを配さず鋼管柱それぞれを 1本の杭基礎によ
り直接支持する上下部，基礎工一体構造（鋼管柱基礎と

呼称）を提案し，その適用性を数値解析により検証する．

数値解析には，上部工，下部工，基礎を一体系として計

算でき，群杭効率をはじめとする杭基礎の力学挙動を適

切に表現できる三次元弾塑性有限要素解析コード

DGPILE-3D7) ~ 9)を用いる．特に，杭間隔と水平抵抗との

関係，上下部，基礎工一体構造として計算した際の鋼管

柱基礎の群杭効率に着目した．また，より高い水平抵抗

を有する基礎構造形式を模索するために，柱と杭の接合

部（G.L. 0 m）にも地中せん断パネル，地中梁を設けた解
析を実施した．比較のために，従来の群杭基礎と同様に

フーチングを設置した解析ケースも実施した． 

 
図－1 鋼管集成橋脚および鋼管柱基礎構造の概略図 

 
2．解析検討事例の概要 

 
解析検討事例は，図－2(a)に示す砂層と粘土層の互層
地盤上の鋼管柱基礎である．鋼管集成橋脚は，4 本の鋼
管柱と 3層 4組のせん断パネルで構成されており，杭体
は鋼管ソイルセメント杭としている．橋梁構造の概要お

よび諸元を図－2(b)，(c)に示す．せん断パネルの設置段
数や設置高さなどの構造諸元は，橋脚部のみをモデル化

した実大模型実験に対する載荷試験および数値解析に

より最適な条件として決定したものである．詳細は文献

4)～6)を参照されたい． 
 
3．三次元有限要素解析の概要 

 

3.1 鋼管集成橋脚および鋼管ソイルセメント杭のモデ
ル化 

本解析では，鋼管柱は非線形梁要素で，せん断パネル

は非線形梁要素と非線形ばね要素を 3方向に配置するこ
とでモデル化した．梁要素の非線形モデルには，コンク

リート充填の有無に関係なく，軸力変動を考慮しない全

塑性モーメントを折れ点としたバイリニア型の M-φ関係

を用い，コンクリート充填による効果は曲げ剛性，断面

剛性のみに反映させた．モデル化の概略を図－3に示す．
鋼管ソイルセメント杭には，Zhang et al.7)~9)により提案さ

れたハイブリッド要素を用いた．ハイブリッド要素とは，

梁要素では体積を持たない線要素であるために，地盤～

杭～地盤の相互作用を適切に考慮することができない欠

点を補うために提案されたモデルである．図－4(a)にモ
デル化の概要を示す．このモデルを使用する際に重要と

なるのが，梁要素とコラム要素のヤング率の配分である．

杭の変形性能や杭部分のコラム要素と地盤の相対剛性等

を考慮して，配分を梁要素に 9割，コラム要素に 1割と
設定した 7)~9)．鋼管ソイルセメント杭のパラメータ決定

方法を図－4(b)に示す．また，非線形梁要素の M-φ関係
には鋼管柱と同様に軸力変動を考慮しない全塑性モーメ

ントを折れ点としたバイリニア型を用い（図－4(c)参照），
コンクリート充填による効果は曲げ剛性，断面剛性のみ

に反映させた．鋼管集成橋脚，鋼管ソイルセメント杭の

諸元と解析パラメータを表－1～3に示す．横繋ぎ材，地
中梁，上部構造は剛な弾性梁でモデル化した． 

図－2 解析検討事例（構造諸元と地盤構成） 
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図－3 鋼管集成橋脚のモデル化 
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3.2 周辺地盤のモデル化 
 地盤の構成モデルは中井らによる tij モデル 10)を用い

た．本モデルは，修正応力 tijの導入により中間主応力の
影響，ひずみ増分方向の応力経路依存性，塑性仕事相当

量をひずみ硬化パラメータに用いることで正負のダイ

レイタンシー特性を適切に考慮できる特徴を有する．解

析に用いるパラメータは表－4に示すポアソン比，密度，
初期間隙比，破壊時の主応力比Rf ，応力～ダイレイタン

シーパラメータDf ，圧密指数 Ct，膨潤指数 Ceである．

これらは三軸試験や圧密試験によって決定できるが，解

析対象となる地盤ではパラメータの設定に十分なデー

タが揃っていないため，変形係数 E0，ポアソン比ν ，粘
着力 c，内部摩擦角φのみでパラメータを設定できる
Drucker-Prager モデルを用いて拘束圧一定三軸試験の数
値実験を行い，その応力～ひずみ関係の初期勾配と破壊

時の主応力比が一致するようにパラメータ Ct，Ce，Rfを

決定した．また，他のパラメータは文献 11) の値を準用
した．また，地盤の初期応力は静止土圧係数 k0に基づい 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て与え，杭体と周辺地盤の境界面にはジョイント要素な

どの特別な処置は施さず，地盤の構成式とハイブリッド

要素により杭～地盤の相互作用を表現した． 

=

 
図－4 鋼管ソイルセメント杭のモデル化 7)~9) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2(a) せん断パネル（非線形ばね要素）に関するパラメータ 

表－1 鋼管柱（非線形梁要素）に関するパラメータ 

表－4 土質パラメータ11) 

表－3 鋼管ソイルセメント杭（ハイブリッド要素）に関するパラメータ 

表－2(b) 横繋ぎ材および地中梁（弾性梁要素）に関するパラメータ 
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3.3 解析条件，解析ケース 
 本解析では，鋼管柱基礎の杭間隔の違いが及ぼす水平

抵抗特性，群杭効率への影響を検証する．基本ケースは，

杭間隔Dpを杭径D (= 1.4 m) の 2.5倍とし，鋼管柱高さ h
を 24.7 m，鋼管柱および鋼管杭に充填するコンクリート
の高さ hcを 2h / 3 (= 17.0 m)に設定した．せん断パネルは
4枚 1組を深度方向に 3段設置した． 
本研究では，杭間隔の水平抵抗特性に及ぼす影響を把

握するために，鋼管柱高さを一定とし，杭間隔を 2.0 D，
2.5 D，3.0 D，3.5 D，4.0 D，5.0 Dと変化させたケースを
解析した（表－5(a)参照）．せん断パネルの設置高さやサ
イズなどの構造諸元は全ケースで統一した．また，より

高い水平抵抗を有する構造を模索する目的で，杭間隔

2.5Dのケースに対し，地中せん断パネル（地表面にせん
断パネルを 1 段追加），地中梁（地表面にせん断パネル
の代わりに梁を追加），フーチング（地表面にせん断パ

ネルの代わりにフーチングを追加）を設置したケースに

ついても検討を行った（表－5(b)参照）．なお，地中梁は
剛な弾性梁要素でモデル化し，パラメータは横繋ぎ材に

使用した値を用いた．フーチング（幅 5.0 m×奥行き 2.5 
m×深さ 1.0 m）は剛な弾性体ソリッド要素でモデル化し，
表－6に示す値を用いた． 
図－5 に示す通り，解析領域は，構造物と載荷荷重の
対称性を考慮し半断面領域とした．境界条件は，底面の 

 
表－5(a) 杭間隔の影響を検討するケース 
杭間隔

2.0 D
2.5 D
3.0 D
3.5 D

5.0 D
4.0 D

柱間隔

Dp Dc

2.0 D
2.5 D
3.0 D
3.5 D

5.0 D
4.0 D

柱高さ

B B/h
基礎幅

h
3.0 D
3.5 D
4.0 D
4.5 D

6.0 D
5.0 D

24.7 m

0.17
0.20
0.23

0.34

0.26
0.28

縦横比 せん断

パネル段数

3

ケース名

2.0 D
2.5 D
3.0 D
3.5 D

5.0 D
4.0 D

模式図

Dc

Dp

 
表－5(b) 地中パネル，地中梁の効果を検討するケース 

 
 

表－6 フーチングに関するパラメータ 

 

節点は全方向固定，側面はローラー支持とする．荷重は，

各ケースとも上部工の重量 4400 kNに加え，桁部，鋼管
柱部の重量を鉛直荷重として橋脚天端に与えた．その後，

水平荷重を各部材の質量に応じて橋脚天端ならびに柱

をモデル化した梁要素の両端節点にレベル 2地震動（タ
イプⅠ，Ⅲ種地盤）の設計水平震度 kh = 1.0まで載荷し
た．なお，水平震度 kh = 0.3がレベル 1地震動に対する
設計水平震度となる 12)． 

 

 
図－5 基本ケースで用いた解析メッシュ（2.5D） 

 

4.  静的水平抵抗特性の評価 

 
図－6に杭頭および橋脚天端における水平震度と水平
変位の関係を示す．本解析では，鋼管柱基礎および鋼管

集成橋脚の水平変位は杭径で規準化した値 δ / D ×100 
[%]，載荷水平荷重は上下部工死荷重で除した値である
水平震度khとして表記する．図より，杭頭，橋脚天端と

もに杭間隔が増加するほど，水平抵抗は増大することが 
分かる．また，杭頭に対し橋脚天端の変位量が相対的に

大きい．各ケースの荷重～変位関係には，2つの折れ点
の存在が確認できる．それぞれの折れ点は，せん断パネ

ル，杭体の降伏に起因すると考えられる．詳細な検討は

後述の各部材の降伏順序で説明する． 
次に，図－6(b)，(c)の杭頭の荷重～変位関係の結果を
もとに，鋼管柱基礎の杭間隔縮小による群杭効率を図－

7に示す．通常，群杭効率は，(1)式を用いて単杭に対す
る群杭1本あたりの荷重低減率で表す． 

 
s

g
f Pn

P
e

×
=  (1) 

ここで，ef：群杭効率，Pg：群杭の水平荷重[kN]，Ps：単

-1044-



杭の水平荷重[kN]，n：杭本数 
しかしながら，本研究では鋼管柱基礎と鋼管集成橋脚

の上下部工，基礎工を区別せず一体構造として解析を実

施しているため，上下部工，特に柱間隔やせん断パネル

の影響が解析結果に反映される．ゆえに，上下部工を考

慮しない（できないと表現する方が正しい）単杭に対す

る荷重低減率では適切に群杭効率を評価できないと判

断し，一般的に群杭効果がほとんど現れないとされる杭

間隔が5.0 Dの水平抵抗力に対する低減率として評価す
ることとした12)．また，変位レベルに応じて低減率も変

化するため12)，工学的に弾性挙動範囲内と判断される杭

頭1%D変位時と第2折れ点後の杭頭20%D変位時で比較
した．図中に，道路橋示方書においてレベル2地震時に
対する照査で用いられる群杭効率の取扱い（水平方向地

盤反力係数の低減率）を併記する． 
これより，第2折れ点後の20%D変位時の方が，弾性挙
動範囲内と考えられる1%D変位時よりも低減率が大き
い傾向が見られる．しかし，いずれも道路橋示方書に記

される群杭効率の取扱いよりも大きな値を示す．これら

は，上下部工，基礎工を一体として考慮した場合の結果

である．そのため，上下部工を考慮せず基礎工のみを対

象とした実験結果等により決定されてきた従来の群杭

効率の値よりも過小に評価している可能性がある．ゆえ

に，地盤条件，構造諸元により多少の値の違いはあると

考えられるが，少なくとも従来の群杭効率を考慮して地

盤反力係数を低減させる設計手法を鋼管柱基礎に適用

することに支障はないと考えられる． 
図－8，9に柱，杭に発生する断面力として，曲げモー
メントおよび軸力の深度方向分布を示す．ここではレベ

ル1地震動に対する設計震度kh = 0.3載荷時ならびに杭体
降伏時で比較する．モーメント分布ではいずれのケース

も前列杭の方が後列杭より数パーセントほど大きな値

を示すものの，分布形状に有意な差異が見られないこと

から，図－8には前列杭のみを示す．なお，図中の1st，
2nd，3rdはせん断パネルの設置高さを表し，1stが下段，
2ndが中段，3rdが上段を表す． 
図－8より，kh = 0.3載荷時のモーメントの値は杭間隔に
よる影響がほとんど見られない．これは，図－6に示す
ように，kh = 0.3載荷時では変位量にそれ程大きな差異が
ないためと考えられる．しかし，杭体が降伏する水平震

度では杭間隔が狭いほど小さくなる結果となった．また，

G.L. 6.8 mで最大モーメントを示す分布形状ならびに杭
体がG.L. 6.8 mで降伏する結果は，杭間隔が異なっても共
通していた． 
図－9の軸力分布から，kh = 0.3載荷時では杭間隔が狭い
ほど柱，杭に発生する軸力が大きくなる傾向が見られる．

一方，杭体降伏時の変位レベル（第2折れ点付近）は，
図－6に示すように各ケースとも同程度にもかかわらず，
kh = 0.3載荷時と同様に杭間隔が狭いほど柱，杭に発生す
る軸力が大きい．図－8の杭体降伏時のモーメント分布 
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図－6(a) 橋脚天端の荷重～変位関係 
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図－6(b) 杭頭の荷重～変位関係 
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図－6(c) 杭頭の荷重～変位関係の拡大図 
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図－7 鋼管柱基礎の群杭効率（水平荷重低減率） 
 

形状ではほとんど差異がないことから，杭間隔の拡大に

よる水平抵抗力の増加は，地中部よりも柱間隔の拡大に

よる上下部構造の水平抵抗力の増加によるところが大

きいことが分かる．また，後列杭では杭体降伏時には大

きな引張力が発生する．本解析では，杭の引抜けは発生 
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していないが，引抜き力に対する検討は鋼管柱基礎では

重要な課題となる． 

図－10でせん断パネル，杭体が降伏する水平震度を比
較する．ここで，せん断パネル，杭体が降伏する水平震

度とは，せん段パネルをモデル化した鉛直方向のばね要

素に発生する力が降伏せん断力に，杭体をモデル化した

はり要素に発生する曲げモーメントが全塑性モーメン

トに達するときの水平荷重である．なお，図中の1st，2nd，
3rdはせん断パネルの設置高さを表し，1stが下段，2ndが
中段，3rdが上段を，pileは杭体を表す．これより，杭間
隔が増加するほど，各部材が降伏する水平震度が大きく

なるといえる．また，図－6に示した各ケースの荷重～
変位関係における第1折れ点は下段せん断パネルが降伏
する水平震度に，第2折れ点は杭体の降伏水平震度とほ
ぼ一致している．杭間隔が小さいケースではせん段パネ

ルが下段から上段の順で降伏し，せん断パネル全てが降

伏後に杭体が降伏する変形挙動を示した．一方，杭間隔

を拡大すると上段のせん断パネルが降伏する前に，杭体

が降伏する変形挙動を示した．このことから，杭間隔の

差異による変形特性の変化が，せん断パネルならびに杭

体の降伏タイミングに影響を及ぼすことが明らかにな

った．よって，せん断パネルの履歴減衰を有効活用する

には，適切な杭間隔を検討する必要があるといえる． 
図－11に鋼管柱基礎の水平変位の深度方向分布を示す．
ここでは，水平震度 kh = 0.3載荷時ならびに，せん断パネ
ル降伏後で杭体降伏前の水平震度 kh = 0.6載荷時を比較
する．各ケースにおいて，コンクリート充填部と無充填

部のほぼ境界にあたり，杭頭から1/β (≒8.3 m)よりも深い
G.L. -10.0 m以深では水平変位がほとんど見られない．こ
こで，β は杭の特性値を表し(2)式により求められる．そ
の逆数1/β は杭の水平抵抗に関与する地盤の深さを意味
する．また2.0Dでは，kh = 0.3載荷時にすでに下段，中段
のせん断パネルが降伏しているため，他のケースより 
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図－10 各部材の降伏水平震度 

図－11 鋼管柱基礎の水平変位の深度方向分布 
（左：kh = 0.3載荷時，右：kh = 0.6載荷時） 
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D：荷重作用方向に直行する杭の載荷幅[m]，EI：杭の曲
げ剛性[kN-m2] 
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図－8 曲げモーメントの深度方向分布（前列杭）
（上：kh = 0.3載荷時，下：降伏モーメント到達時）

図－9 軸力の深度方向分布（前列，後列杭） 
（上：kh = 0.3載荷時，下：降伏モーメント到達時）
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も水平変位が大きい．その傾向はkh = 0.6載荷時により顕
著であり，せん断パネルの降伏を境に水平変位が増大す

る傾向を確認できる． 
図－12において，前列杭および後列杭の水平荷重分担
率を，水平震度kh = 0.3載荷時ならびに杭体降伏時で比較
する．荷重分担率の算出は，前列，後列杭の杭頭節点(G.L. 
0 m)に発生するせん断応力の割合で示す．なお，対称性
を考慮すると，均等に荷重分担された場合の1本当たり
の分担率は25 %（= 100% / 4本）となる．この図より，杭
間隔が狭くなるほど，また荷重レベル（変位レベル）が

大きいほど前列杭の荷重分担率が増加する傾向が見ら

れる．これは，杭と杭の間に存在する地盤の反力が十分

に発揮されていないことを表しており，群杭効果の素因

である．杭間隔が5.0 Dの場合でも僅かながら前列杭の分
担率が大きく，群杭効果が表れている．そのため，杭間

隔5.0Dで規準化した鋼管柱基礎の群杭効率（図－6参照）

はやや過大評価している可能性も残されるが，柱間隔の

拡大による上下部構造の水平抵抗力の増加の影響ほど

大きいとは考えられない．ゆえに，先述のとおり，従来

の群杭効率の適用に問題はないと考える． 
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図－12 前列杭，後列杭の荷重分担率 

 
 

 

 
図－13 鋼管柱基礎の変形図と地盤の応力分布図（σx）（上：kh = 0.3載荷時，下：kh = 0.6載荷時，変形倍率 20倍） 
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図－14 鋼管柱基礎の変形図と地盤のひずみ分布図（εx）（上：kh = 0.3載荷時，下：kh = 0.6載荷時，変形倍率 20倍） 
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図－15 地盤要素の応力経路（上段から順に 2.0D～5.0D） 
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図－13，14において，各ケースの鋼管柱基礎の変形図
と，杭の中心を通るx-z 断面における地盤の水平方向の
垂直応力分布図（σx）ならびに水平方向の垂直ひずみ分

布図（εx）を，kh = 0.3載荷時とkh = 0.6載荷時で比較する．
なお，図中の変形倍率は20倍である． 
図－13より，杭の載荷方向に対し前面に位置する要素
ではσx の増加が，背面に位置する要素ではσx の減少が確

認できる．また，杭間隔が狭いほど同一荷重における水

平変位量は大きいため，その傾向は顕著である．特に，

杭間隔が2.0 Dのケースや2.5Dのケースでは，最大曲げモ
ーメント発生深度において大きなσx の増加が見られる． 

また，図－14のεx 分布から，杭間隔が狭いほど杭間に

ある地盤要素のひずみが小さく，杭間隔が広いほど後列

杭の前面にある地盤要素のひずみが大きくなり，前列杭

と後列杭の前背面の地盤要素のひずみ分布の差異が減

少する．特に，その傾向はkh = 0.6載荷時で顕著であり，
図－12の荷重分担率や図－7の群杭効率の結果で見られ
た，杭間隔が狭いほど，大変形時ほど前列杭の分担率が

増す傾向と一致する． 
つづいて，図－15に前後列杭の前背面に位置する地盤
要素の応力経路を深度ごとに比較する．同図の横軸には

修正応力tij 10)の主値ti 空間においてtij の主値ベクトルti
の空間滑動面に垂直な成分tNを，縦軸には空間滑動面に
平行な成分tSで表記する．地盤応力が図中のXf -lineに達す
ると地盤要素は塑性化する．詳細については文献10)を参
照されたい． 

同図より，全てのケースにおいて，杭背面の地盤応力

は図中を左方向（伸張側）に，杭前面の地盤応力を右方

向（圧縮側）に移動することがわかる．また，杭がほと

んど変形していない深度22.8 mでは地盤の応力変化もほ
とんど見られない．それに対し，杭の変形量が大きな地

表面から深度8.3 mまでの地盤の応力変化は著しく，後列
杭の背面地盤では地表面から深度8.3 mまで伸張側で塑
性化している．塑性化に至るまでの経路は，載荷初期で

は大きな差異は見られない．しかし，載荷荷重が大きく

なると，特に最大曲げモーメント発生深度付近の深度8.3 
mでは，杭の前面地盤要素が杭体の降伏を境に応力経路
が大きく変化する．その傾向は後列杭よりも前列杭にお

いて，また杭間隔が狭いほど顕著である．さらに，杭間

隔が狭い2.0Dや2.5Dのケースでは，前列杭の背面地盤の
応力経路は伸張側から圧縮側に変化しているが，杭間隔

が広いケースではその傾向は見られない．これからも杭

間隔が狭いケースほど後列杭による影響が大きいとい

える． 

 

5.  杭頭結合構造の効果 

 
本節では，水平抵抗をさらに改善させるための鋼管柱

基礎構造として，地中せん断パネル，地中梁，フーチン

グを柱と杭の接合部(G.L. 0 m)に設置した場合の効果を

検証する（表－5(b)参照）． 
図－16に杭頭および橋脚天端における水平震度と水
平変位の関係を示す．杭頭変位では，地中せん断パネル，

地中梁，フーチングを設置するほど第2折れ点が発生す
る水平震度が大きい．特に，地中梁，フーチングのケー

スで効果が著しい．それに対し，橋脚天端の水平変位の

増大が，杭体が降伏していない地中梁，フーチングのケ

ースでも見られる．ゆえに，地中せん断パネル等を柱と

杭の接合部に設置する構造は，杭頭の変位抑制には効果

的であるが，橋脚天端の変位抑制にはそれほど効果的で

はないことが分かる．その要因を次のモーメント分布図

で説明する． 
図－17，18に柱，杭に発生する断面力として，曲げモ
ーメントおよび軸力の深度方向分布を示す．先述の図－

8，9と同様に，レベル1地震動に対する設計震度kh = 0.3
載荷時ならびに杭体降伏時で比較する． 

図－17より，kh = 0.3載荷時のモーメントの値は地中せ
ん断パネル，地中梁，フーチングの設置により抑制され，

杭体の降伏水平震度も増加，もしくは杭体自体が降伏に

達しないことが分かる．しかしながら，降伏モーメント

到達時の分布を見ると，柱と杭の接合部のモーメント値

が大きく，応力集中している．そのため，柱と杭の接合

部（柱基部と呼称）で降伏し，橋脚天端の水平変位の抑

制に繋がらなかったものと考えられる． 
一方で，図－18の軸力分布では地中せん断パネル，地
中梁，フーチングの設置による変化はあまり見られない． 
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図－16(a) 橋脚天端の荷重～変位関係 
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図－16(b) 杭頭の荷重～変位関係 
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図－19にせん断パネル，杭体が降伏する水平震度を比
較する．地中せん断パネル，地中梁，フーチングの設置

により，杭体の降伏震度は大きく改善される傾向が見ら

れる．一方，せん断パネルの降伏水平震度は設置しない

ものに比べ増加傾向は示すが，杭頭変位の抑制効果ほど

ではない．このことは，杭頭の変位抑制には効果的であ

るものの，橋脚天端の変位抑制にはそれほど効果を発揮

しない荷重～変位関係の結果と整合する． 

図－11と同様に，図－20に鋼管柱基礎の水平変位の深
度方向分布を示す．ここで比較する載荷水平震度は，kh = 
0.3載荷時ならびに，せん断パネル降伏後の水平震度 kh = 
0.6載荷時とする．kh = 0.3載荷時では，せん断パネルの降
伏が発生していないため，顕著な差異は見られないが，

kh = 0.6載荷時では水平変位に差異が見られる．これは杭
頭の水平変位が抑制されたことによるものである．図－

11に示した杭間隔が3.5D以上のケースよりも，大幅に杭
頭変位が抑制されているにもかかわらず，橋脚天端での

変位が同程度であった．このことからも，地中せん断パ

ネルや地中梁のような構造形式に，橋脚天端の変位抑制

を期待することは難しいといえる． 

図－21に図－12と同様に，前列杭および後列杭の水平
荷重分担率を，水平震度kh = 0.3載荷時ならびに杭体降伏 
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図－19 各部材の降伏水平震度 

 

時で比較する．この図より，載荷レベルが大きいほど前

列杭の分担率が高まる傾向はこれまでの結果と同様で

ある．地中せん断パネル，地中梁の設置は前方杭の荷重

分担を増加させる方向に働くのに対し，フーチングの設

置は荷重を均等に分担させる方向に働いている．ゆえに，

より水平抵抗力の大きな構造として提案した地中せん

断パネルや地中梁構造は，荷重を前列杭への負担を増加

させる構造であり，前列杭の分担を増大させる危険性も

有している． 

図－22，23 に図－13，14 と同様に，鋼管柱基礎の変
形図と，杭の中心を通る x-z 断面における地盤の水平方
向の垂直応力分布図（σx）ならびに水平方向の垂直ひず

み分布図（εx）を，kh = 0.3載荷時と kh = 0.6載荷時で比較
する． 

図－22においても，杭の載荷方向に対し前面に位置す
る要素ではσx の増加が，背面に位置する要素ではσx の減

少が確認できる．地中せん断パネルなどの杭頭変位を抑 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－20 水平変位の深度方向分布（前列杭） 
（左：kh = 0.3載荷時，右：kh = 0.6載荷時） 
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図－17 曲げモーメントの深度方向分布（前列杭）
（左：kh = 0.3載荷時，右：降伏モーメント到達時）

図－18 軸力の深度方向分布（前列，後列杭） 
（左：kh = 0.3載荷時，右：降伏モーメント到達時）
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制させる構造が設置されることで，杭の水平変位量が小

さくなる．そのため，地中に何も設置しないケース

（Normal）よりも応力増分が小さく，図－23のεx 分布に

おけるひずみ発生領域も小さい結果となった．すなわち，

水平荷重を構造体で支持するため，相対的に強度が低い

せん断パネルが大きく変形し，図－19に示すようにせん
断パネルの早期降伏につながったものと考えられる． 
 図－15 と同様に図－24 に示す深度ごとに地盤の応力
経路を比較した図からも，地中せん断パネルなどの構造

が設置されることで杭の変形が抑制されるため，応力変

化も小さくなる傾向が確認できる． 
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図－21 前列，後列杭の荷重分担率

 

 

 

 
図－22 鋼管柱基礎の変形図と地盤の応力分布図（σx）（上：kh = 0.3載荷時，下：kh = 0.6載荷時，変形倍率 20倍） 

 
 

 

 
図－23 鋼管柱基礎の変形図と地盤のひずみ分布図（εx）（上：kh = 0.3載荷時，下：kh = 0.6載荷時，変形倍率20倍） 
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図－24 地盤要素の応力経路（上から順にNormal，Panel，Beam，Footing） 
 

6.  結論 

 

損傷制御設計概念を取り入れた鋼管集成橋脚に対す

る合理的な基礎構造として，鋼管柱基礎を提案し，その

適用性を数値解析により検証した結果，以下の知見が得

られた． 
1) 鋼管集成橋脚を有する鋼管柱基礎構造でも，杭間隔の
減少とともに水平抵抗力が減少する，いわゆる群杭効

果を確認できる． 
2) 杭間隔と群杭効率の関係は，道路橋示方書における関
係式よりも大きな値を示す．その理由は，上下部工，

基礎工を一体とする本解析と，基礎工のみを考慮する

示方書との差異によると考える．勿論，鋼管柱基礎の

群杭効率の考慮は，道路橋示方書に記された従来の手

法を踏襲しても支障はない． 
3) 鋼管柱に発生する曲げモーメントがせん断パネル設
置位置で減少することから，せん断パネルによる主部

材の鋼管柱の損傷制御機能を確認できた． 
4) 鋼管柱基礎を有する鋼管集成橋脚の部材降伏は，地表
面に近い下部のせん断パネルから起こり，段階的に上

部のせん断パネルが降伏する．杭体の降伏震度は杭間

隔に依存し，杭間隔が狭い場合には全てのせん断パネ

ルが降伏した後に杭体が降伏するが，杭間隔が広い場

合には杭体の方が先に降伏する場合もある．これは，

柱部の水平抵抗力が増加したためで，せん断パネルの

履歴減衰を有効活用するには，適切な杭間隔を検討す
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る必要がある． 

5) 鋼管柱基礎では後列杭で大きな引張力が発生する．ゆ
えに，杭の引抜き抵抗に対する検討が重要な課題とな

る． 
6) 効率的に水平抵抗性能を向上させる構造形式として，
地中せん断パネル，地中梁の適用を提案し，杭頭の水

平変位抑制に大変効果的であることを示した．しかし，

橋脚天端の変位抑制に関しては杭頭と同等の効果が

得られないことが明らかになった．また，地中せん断

パネル，地中梁の構造形式は，前列杭の分担を増大さ

せる危険性を有することを明らかにした． 

 

 今後，鋼管柱基礎の動的水平抵抗特性を振動台模型実

験，有限要素解析により明らかにする予定である．また，

杭頭および橋脚天端の変位を抑制できる合理的な基礎

形式を引き続き検討する予定であり，その一つとして斜

杭の適用検討を予定している． 
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